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第４回「諸外国における対日メディア世論調査」
結果の概要

公益財団法人新聞通信調査会（理事長 西沢豊）は、2018年１月、アメリカ・イギリス・フラン
ス・中国・韓国・タイの６カ国を対象に「諸外国における対日メディア世論調査」を実施しました。
調査はアメリカ・フランス・韓国は電話法、イギリス・中国・タイは面接法で行い、各国とも約
1,000人から回答を得ました。回答者の性別・年代別構成は各国の人口構成に近い比率に割り当
てられています。「対日メディア世論調査」は、2015年１月、2016年１月、2017年２月にもこ
の６カ国で行っており、今回調査は４回目となります。

設問は各国共通の全19問で、調査を実施したすべての国で漏れなく回答を得ることができまし
た。具体的な質問項目は大きく分けて、①各国新聞の信頼度評価、新聞とインターネットとの役
割比較、報道の自由や世論調査の結果に対する評価　②フェイクニュースに対する認知状況や評
価、ネットニュースの閲覧状況　③日本のメディア認知状況、日本に関する情報源や期待する報
道　④知っている日本人――の全４分野です。上記①～③はあらかじめ設定した選択肢から選ん
でもらい、④は具体的な人名を挙げてもらいました。また、当調査で設定した質問のうちの幾つ
かは、当調査会が毎年日本全国で実施している「メディアに関する全国世論調査」でも聞いていま
す。該当質問では直近調査（2017年11月実施）の結果を図表内に表記しているので適宜参照して
ください。ただし、「諸外国における対日メディア世論調査」と数値を比較する際には、調査手法
や全体的な質問構成が異なることに留意する必要があります。調査結果の概要は以下の通りです。

1.新聞の情報信頼度評価
―新聞の情報信頼度、イギリス・中国・
　フランスで上昇。
　まず各国の新聞情報信頼度の結果から見てみ
よう。新聞の情報を全面的に信頼している場合
は100点、全く信頼していない場合は０点、普
通の場合は50点として点数を付けてもらった。
ただしアメリカは、現地調査機関の提言に従い
０～ 10点で質問したので、集計時に回答数値を
10倍した。この質問は第１回調査から続けて聞
いており、結果の平均値の経年比較を示したの

が図表１である。タイが66.4点で前年より1.0
点の低下、中国が65.0点で2.8点の上昇、アメ
リカが58.2点で0.9点の低下、フランスが57.9
点で2.2点の上昇、韓国が56.0点で0.5点の低
下、イギリスが55.6点で4.6点の上昇であった。
当質問は前述の国内で11月に実施した「メディ
アに関する全国世論調査」でも聞いており、その
結果は68.7点であった（図表1）。（第１回調査
時の中国は現在と異なる調査機関で実施し、先
方の判断により質問ができなかった。図表2も
同様。）
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　では「新聞の将来の役割」はどうであろうか。
　これは「A .インターネットなどの普及により
新聞の役割が小さくなってくる（役割減少派）」と

「B.今まで通り、新聞が報道に果たす役割は大
きい（役割維持派）」という２つの意見のどちらに
賛成するかを聞いたものである。結果を見ると、

「新聞の役割が小さくなってくる」と回答した人
の比率は、タイで81.9％と最も多く、中国で
71.4％、アメリカで62.0％。イギリス・フランス・
韓国では50％台となっており、６カ国すべてで
半数を超えた。日本の「メディアに関する全国世

論調査」では49.6％であった。経年変化を見ると、
「新聞の役割が小さくなってくる」はタイとイギリ
スで上昇傾向、アメリカ・韓国・フランスは前
回から低下、中国は横ばいとなった（図表2）。
　続いて、テレビ・新聞などのマスメディアで
報道される世論調査の結果は、人々の意見を正
しく反映していると思うか、尋ねた。この質問
を聞いた背景には、一昨年イギリスで実施され
たＥＵ離脱の賛否を問う国民投票、昨年のアメ
リカ大統領選と、世界的に注目されたイベント
で事前世論調査結果と実際の投票結果が大きく
乖離し、世論調査に対する信頼性が問われたと
いうことがある。結果を見ると、「そう思う」が
中国・タイで70％台であったが、アメリカ・イ
ギリス・フランス・韓国で50％を下回った。フ
ランスでは世論調査が人々の意見を正しく反映
していると思わない人が64.6％であった。前回
と比べ、中国で「そう思う」が８ポイント減少し
ているが、他の国々では大きな変動は見られな
かった。なお、中国とタイでは「ややそう思う」（順
に63.7％、61.7％）が高くなっている点に注意
を要する（図表3）。

2.「報道の自由」に関する意識
―「報道の自由は保障されるべき」は
　各国で80％以上。
　当質問は今回３回目で全体的な傾向に顕著な
変化は見られないが、国による大きな意識差は
出ている。具体的に見てみよう。まず「報道の自
由は常に保障されるべきだ」については、「そう
思う」がフランス・韓国・タイで90％を超え、ア
メリカ・イギリス・中国で80％台であった。日
本も80％台前半で「報道の自由は保障されるべ

図表3　世論調査は人々の意見を正しく反映しているか
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注1：グラフ右側の数字は「そう思う」と「ややそう思う」の合計。
注2：（　）内の数字は前回調査の結果。
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き」に対しては各国共通して強い賛意が示され
た。「現在の報道を見ていると、圧力をかけられ
ても仕方がないと思う」については、「そう思う」
が中国で80％、タイが77％で次いだ。アメリカ・
イギリス・フランス・韓国では50％を超えた。「政
府が国益を損なうという理由でメディアに圧力
をかけるのは当然だと思うか」については、「そう
思う」がタイで80％超、イギリス・中国で70％台、
アメリカで60％、韓国で50％強となっているが、
フランスのみ50％を下回った。「メディアは報道
の自由を振りかざしていると思うか」については、

「そう思う」がイギリス・韓国で70％台、アメリカ・
フランス・中国・タイは50％を超え、すべての
国で過半数を占めた。過去の当質問結果紹介で
も触れているが、報道に対する何らかの規制や
圧力は認められて然るべきだと考えている人が
日本ではかなり少ない点が興味深い（図表4）。

3.フェイクニュースについて
―フェイクニュースへの認知率、意識は
　アジアと欧米で格差。
　一昨年のアメリカ大統領選挙以降、トランプ
大統領は日々の会見やtwitterで「フェイクニュー
ス」という言葉を連発し、マスコミをにぎわせて
いる。「フェイクニュース」に対する認知状況及
び評価は、調査国間で大きな差が見られ、とて
も興味深いものとなった。
　まず認知状況については、フェイクニュース
という言葉を「知っている」と答えた人は、アメ
リカで74.8％と最も多く、イギリス・フラン
ス・中国で50％台となった。一方、韓国では

33.8％、タイでは14.5％と50％を下回った。日
本の「メディアに関する全国世論調査」で、「知っ
ている」と答えた人は41.9％であった（図表５）。
　次に、対象者にフェイクニュースという言葉
の説明（フェイクニュースとは、虚偽の情報でつ
くられたニュースのこと。2016年の英国・ＥＵ
離脱の是非を問う国民投票や米国・大統領選の
投票では、多くのフェイクニュースが拡散され、
投票行動に影響を与えたと言われています。）を
した上で、ふだんニュースに接する際、フェイ
クニュースがあるかもしれないと意識している
か尋ねた。「意識している」と答えた人はアメリ
カで82.7％と最も多く、イギリス・フランスで

(%)
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70％台、中国・韓国で50％台、タイで31.2％
となった。日本の「メディアに関する全国世論調
査」では、「意識している」と答えた人が41.4％
であった。フェイクニュースに対する意識は、
欧米諸国で高く、日本を含むアジア諸国では総
じて低くなっている（図表6）。
　では、人々はフェイクニュースの拡散を防ぐ
ための規制や対策についてどう考えているので
あろうか。アメリカは「業界による自主規制が必
要だと思う」26.1％、「N P Oなど有志等による
民間の検証が必要だと思う」26.0％、「規制や検

証は必要ないと思う」24.1％の３つに意見が分
かれた。イギリス・中国・韓国・タイでは「政府
による規制が必要だと思う」と答えた人の割合が
他の回答より多かった。フランスでは「N P Oな
ど有志等による民間の検証が必要だと思う」が
52.2％と最も多かった。「政府・国」の介入に関
しては、アジアの３カ国では40％前後の賛同が
あるが、欧米３カ国ではアメリカ・フランスと
イギリスで意見が異なった。日本の「メディアに
関する全国世論調査」では、「業界による自主規
制が必要だと思う」と答えた人が39.3％で最も
多かった（図表7）。

4.ネットニュースについて
―ネットニュースの出所を気にする人が多数。
　最近は「ニュース」に接触するための媒体とし
て、従来型メディアの新聞・テレビ・ラジオよ
りもインターネットの台頭が著しい。これは日
本だけでなく全世界にほぼ共通する現象と言え
よう。以下、S N Sの利用実態なども含め、その
実態を紹介する。まず、ニュース視聴の利用媒
体では、アメリカ・イギリス・フランス・韓国・
タイはテレビが、中国はインターネットのニュー
スサイトがそれぞれ１位となった。２位にはア
メリカ・イギリス・フランス・韓国でインター
ネットのニュースサイト、中国はテレビ、タイ
はSNS(facebook、twitterなど)が続いた。ネッ
トニュースやS N Sを見るのに使用する機器は、
フランスのみ「パソコン」が１位、他の５カ国は

「スマートフォン･携帯電話」が１位であった。
　次に、インターネットのニュースを見る時に、
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する」のはフランスが54.7％で最も多く、アメ
リカ48.9％、イギリス33.5％であった。アジア
の韓国24.0％、中国19.3％、タイ17.1％は欧
米諸国より少なかった。日本の「メディアに関す
る全国世論調査」では、「気にする」と答えた人が
42.5％、そのうち「いつも気にする」のは10.4％
となった。タイでは「気にする（計）」は92.1％
と極めて高い数値を示しているが、積極層とも
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いえる「いつも気にする」は17.1％と低い。この
点は数値の読み方として注意しなければならな
いだろう。「いつも気にする」については、前述
のフェイクニュース関連と同様、欧米諸国で高
く、日本を含むアジア諸国では低いという結果
となった（図表8）。
　当調査では、政治家が個人的に発信するS N S
の情報とテレビや新聞などが報道する情報のど
ちらを信頼するか尋ねた。中国では「政治家が個
人的に発信するS N Sの情報の方を信頼する」が
49.4％で、「テレビや新聞などが報道する情報
の方を信頼する」の35.0％を上回った。他の５
カ国では、「テレビや新聞などが報道する情報の
方を信頼する」と答えた人の割合が「政治家が個
人的に発信するS N Sの情報の方を信頼する」を
上回った。「テレビや新聞などが報道する情報の
方を信頼する」の割合はアメリカ72.5％、タイ
64.0％、イギリス63.2％、韓国60.5％、フラ
ンス56.0％となった。各国の数値を見ると、中
国がやや突出したものであるような印象を受け
るが、その原因と背景について現地調査機関か
ら寄せられた見解を紹介する。「中国では多くの
役所が微博、微信（注：中国内で利用されている
SNS）を開設し、役人たちがそれを通じて、一般
市民と活発な交流をしている。それらに対する
中国市民の信頼度が高く、これを『政治家が発信
するS N S情報』と理解して回答したという解釈
が妥当」との見解が示されているので参考とされ
たい。なお当項目は日本の「メディアに関する全
国世論調査」では質問していない。

5.日本に関する情報入手と報道への要望
―日本に関する情報源「自国のテレビ、
　新聞、雑誌」。
　日本のメディアの認知状況に関しても過去３
回と同様に聞いている。ここでは「NHK（ワール
ドT V、ラジオジャパンなど）、共同通信社、時
事通信社、日本の新聞（朝日、毎日、読売、日経、
産経など）」の中から知っているものをすべて挙
げてもらったところ、すべての国で「NHK」が最
も高く、アメリカでは「共同通信社」、他の５カ
国では「日本の新聞」が第２位となった。韓国の
日本メディア認知度の高さは、過去３回と同様
であった。
　日本のことが報道されると関心を持って見聞
きするか否かについては、関心層（「とても関
心がある」と「やや関心がある」の合計）はタイが
80.3％で最も多く、以下、フランス・韓国で
60％台、アメリカ・中国が50％台で続いている。
イギリス（47.9％）は半数に満たず、昨年と同様
の結果となった。後述する日本に対する好感度
や信頼感の低い中国や韓国でも、日本報道に対
する関心度は60％弱～70％弱と高くなっている。
　日本についての知識や情報の入手先（複数回
答）は、中国以外の５カ国で「自国のテレビ、新聞、
雑誌」が１位、「インターネット」が２位で、中国
は両者が逆転している。３位にはフランスを除
いて「自分の家族や親戚、知人」が、フランスで
は「学校教育」が挙げられた。「日本人の友人、知
人」「訪日経験」はいずれの国でも６項目中、５
～６位に挙げられ、総じて比率が低かった。
　日本に関する報道で、各国民が日本のメディ

11.3

13.9

3.6
49.4

9.0

17.7
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16.8

38.2

15.6

26.5

18.3
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56.0

35.0

60.5

64.0

アメリカ

イギリス

フランス

中国

韓国

タイ

(%)

政治家が個人的に発信する SNS の情報の方を信頼する

どちらとも言えない

無回答

テレビや新聞などが報道する情報の方を信頼する

図表9　政治家が発信するSNSの情報とメディアの
報道どちらを信頼するか

図表8　ネットニュースを見る時に、ニュースの
出所を気にするか
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(計)
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【参考：第10回メディアに関する全国世論調査（2017年）より】
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アに期待する内容を挙げてもらったところ、「科
学技術」が上位である点は共通しているが、それ
以外の項目は国によって差異が出た。１位はタ
イを除く５カ国で「科学技術」が、タイでは「観光」
が挙げられた。この点は前回と同様である。２
位には、アメリカ・イギリスは「国際協力、平和
維持活動」、フランスは「生活様式や食文化」、中
国は「観光情報」、韓国は「政治、経済、外交政策」、
タイは「科学技術」が続いた。中国を除き、総じ
て「ファッション、アニメ、音楽」への関心が低
い点も変化はない（図表10）。
　実際の訪日経験について見ると、これまでに
訪日経験がある人は韓国で52.2％と突出して
おり、アメリカと中国（順に11.1％、9.8％）で
10％前後、イギリス・フランス・タイではいず
れも５％以下となっている。タイは4.3％と低い
ながらも第２回調査（2.2％）からほぼ倍増してお
り、今後の増加が見込まれる。
 
6.日本に対する信頼度・好感度
―中国と韓国で信頼度・好感度共に上昇。
　当調査の主題である「メディア評価」とは直接
関連はないが、日本及び調査各国間の信頼度や
好感度についても質問している。ここでその結
果を紹介したい。まず日本に対する信頼度（「と
ても信頼できる」と「やや信頼できる」の合計）は、
タイが96.2％で最も高く、アメリカ・イギリス・
フランスでは68 ～ 81％、中国と韓国は共に大
きく離された20％前後であった。中国と韓国で

の日本に対する積極的信頼層（「とても信頼でき
る」）は共に５％未満と極めて少ない。昨年度か
らの変化では、タイで7.2ポイント、中国で7.0
ポイント、韓国で5.4ポイント、アメリカで4.3
ポイント、イギリスで2.4ポイントいずれも信頼
度が上昇した。
　では、日本及び調査各国間の好感度はどう
か。まず日本に対する好感度（「とても好感が
持てる」と「やや好感が持てる」の合計）について
は、信頼度と同様タイで最も高く98.3％、以
下、アメリカ（83.6％）、フランス（81.1％）、イ
ギリス（66.6％）と続き、大きく離されて韓国で
38.3％、中国で27.9％となった。昨年度からの
変化では、タイは6.7ポイントの上昇となったが、
アメリカ・フランス・イギリスはわずかながら
低下した。中国・韓国は前回調査での好感度低
下から今回調査では一転、中国は4.5ポイント、
韓国は8.3ポイントそれぞれ上昇した。
　日本を除いた５カ国間の相互好感度は、欧米
３カ国間で高い点に変わりはない。具体的には、
イギリス・フランスでのアメリカへの好感度は、
前回調査で前々回調査より20ポイント前後低下
したが、今回調査では上昇に転じ、フランス5.3
ポイント、イギリス3.0ポイントの上昇となった。
イギリス・フランスは相互に高く、フランスの
イギリスへの好感度は6.8ポイントの上昇となっ
た。それらに対して中国と韓国の相互の好感度
は、前回及び今回と続けて低下し共に30％台と
なった（図表11）。

問 10　メディアに期待する報道内容 ― 「報道してほしい」と答えた人の比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（%）

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位 ７位

アメリカ 科学技術 国際協力、平和
維持活動

政治 ､ 経済 ､ 
外交政策

歴史と文化 生活様式や 
食文化

観光情報 ファッション、
アニメ、音楽

78.9(84.0) 72.8(79.1) 69.9(74.2) 64.4(63.8) 62.2(59.8) 59.2(58.6) 46.2(42.9)

イギリス 科学技術 国際協力、平和
維持活動

歴史と文化 政治 ､ 経済 ､ 
外交政策

生活様式や 
食文化

観光情報 ファッション、
アニメ、音楽

58.3(55.6) 54.5(49.0) 47.3(42.9) 45.9(42.1) 45.1(39.1) 43.1(35.6) 32.1(25.1)

フランス 科学技術 生活様式や 
食文化

国際協力、
平和維持活動

歴史と文化 政治 ､ 経済 ､ 
外交政策

観光情報 ファッション、
アニメ、音楽

54.0(56.2) 47.1(44.0) 45.2(46.4) 44.9(45.6) 43.1(41.2) 36.9(37.1) 26.1(26.3)

中国 科学技術 観光情報 ファッション、
アニメ、音楽

生活様式や 
食文化

歴史と文化 政治 ､ 経済 ､ 
外交政策

国際協力、
平和維持活動

69.8(74.1) 65.7(65.1) 64.1(66.5) 59.6(61.9) 46.3(48.8) 42.6(51.0) 25.2(25.8)

韓国 科学技術 政治 ､ 経済 ､ 
外交政策

国際協力、
平和維持活動

歴史と文化 生活様式や 
食文化

観光情報 ファッション、
アニメ、音楽

85.6(88.7) 81.4(84.4) 78.8(77.9) 67.2(67.2) 61.7(59.0) 60.7(57.6) 42.1(41.5)

タイ 観光情報 科学技術 生活様式や 
食文化

国際協力、
平和維持活動

歴史と文化 政治 ､ 経済 ､ 
外交政策

ファッション、
アニメ、音楽

90.7(84.2) 86.4(82.3) 83.9(79.9) 80.8(75.1) 80.1(76.2) 79.1(78.3) 61.8(67.8)

※ (　) 内は前回調査の結果
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7.知っている日本人
―アジアで「安倍晋三」がトップ。
　当調査では、冒頭の質問として「知っている
日本人」を１名だけ挙げてもらった。これは、各
国の調査対象者が答えた人名をそのまま現地言
語で入力し、１つずつ日本語に翻訳し整理分類
したものである。同様の試みは、第１回及び第
３回調査でも実施している。今回の結果を見る
と、アメリカ・イギリス・フランスは「昭和天皇」、

中国・韓国・タイは「安倍晋三」が１位になった。
２位には「安倍晋三」（アメリカ）、「オノ・ヨーコ」

（イギリス）、「ナルト（漫画「ナルト」）」（フラン
ス）、「福原愛」（中国）、「伊藤博文」（韓国）、「明
仁天皇」（タイ）と分散している。ここで挙げら
れた結果は、信頼感や好感度のような数値・定
量的データとは異なる「質的データ」とも言える
もので、各国民の日本に対する意識がより具体
的に理解でき非常に興味深い（図表12）。

図表 11 各国間の好感度－「好感が持てる」と答えた人の比率　(%)

１位 ２位 ３位

【今回】
対　　象　　国

日本 アメリカ イギリス フランス 中国 韓国 タイ

実
　
施
　
国

アメリカ 83.6 ＊ 84.9 76.0 55.6 44.9 64.7 
イギリス 66.6 62.9 ＊ 70.1 55.7 33.6 55.6 
フランス 81.1 58.8 78.0 ＊ 53.6 59.2 70.3 

中国 27.9 55.9 76.8 84.7 ＊ 35.7 62.3 
韓国 38.3 73.3 73.0 72.9 36.5 ＊ 56.5 
タイ 98.3 75.7 88.6 83.7 52.7 75.5 ＊

【前回】
対　　象　　国

日本 アメリカ イギリス フランス 中国 韓国 タイ

実
　
施
　
国

アメリカ 84.5 ＊ 87.2 74.8 50.0 42.2 63.5 
イギリス 68.7 59.9 ＊ 71.1 52.0 28.2 54.9 
フランス 81.2 53.5 71.2 ＊ 45.3 54.7 64.0 

中国 23.4 58.6 76.5 82.4 ＊ 39.0 56.9 
韓国 30.0 74.2 72.2 69.9 45.0 ＊ 46.9 
タイ 91.6 82.2 85.2 80.2 54.9 66.9 ＊

図表 12 知っている日本人（各国上位５位）　※各欄右端の数字はその人名を挙げた人の数

アメリカ（回答者 275 人） イギリス（回答者 283 人） フランス（回答者 479 人）
昭和天皇 43 昭和天皇 84 昭和天皇 97
安倍晋三 29 オノ・ヨーコ 25 ナルト（漫画「ナルト」） 29
イチロー 14 安倍晋三 9 ドラゴンボール／孫悟空 27

ジョージ・タケイ 
（日系アメリカ人 2 世の俳優） 10 カズオ・イシグロ 7 宮﨑駿 26

山本五十六 9 宮﨑駿 5 ピカチュウ／ポケモン 11

中国（回答者 962 人） 韓国（回答者 652 人） タイ（回答者 928 人）
安倍晋三 346 安倍晋三 385 安倍晋三 179
福原愛 70 伊藤博文 84 明仁（今上）天皇 79

山口百恵 40 豊臣秀吉 39 深田恭子 56
宮﨑駿 28 浅田真央 13 ドラえもん 44

村上春樹 27 村上春樹 10 天皇 40

調査の概要
●調査国と調査日程、調査方法、調査会社、調査地域

調査国 調査日程 調査方法 調査会社 調査地域
アメリカ 1 月 24 日 ～ 28 日 電話調査 ＳＳＲＳ 全国
イギリス 1 月 17 日 ～ 21 日 面接調査 ＴＮＳ 全国
フランス 1 月 15 日 ～ 23 日 電話調査 ＣＳＡ 全国

中国 1 月 12 日 ～ 18 日 面接調査 ＣＲＣリサーチ 
センター

北京、上海、広州、瀋陽、西安、成都、 
武漢、合肥、南京、青島

韓国 1 月 9 日  ～ 17 日 電話調査 Gallup Korea 全国
タイ 12 月 22 日 ～ 1 月 15 日 面接調査 ＩＰＳＯＳ Thailand バンコク、チェンマイ、 

ウドーンターニー、ソンクラー
※電話調査では、複数回答の質問において、回答に偏りが出ないよう、選択肢の読み上げ順をランダムにした。
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3月の時事世論調査
3月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比9.4ポ
イント減の39.3%と急落した。不
支持率は8.5ポイント増の40.4％
で、昨年10月以来5カ月ぶりに不
支持が支持を上回った。学校法人・
森友学園への国有地売却にからむ
財務省の決裁文書改ざん問題が
影響したとみられる。

調査は全国の18歳以上の男女
2,000人を対象に、個別面接聴
取法で3月9日から12日に実施。
有効回収（率）は1,227（61.4％）。

この時期の国内の動きは、
冬季五輪メダル最多：冬季五

輪平昌大会で、日本は13個（金
4、銀5、銅4）のメダルを獲得。
1998年長野大会の10個を上回
り、冬季としては最多（2月25日）。

情報収集衛星を打ち上げ：三
菱重工業と宇宙航空研究開発機
構は、政府の情報収集衛星・光
学６号機を載せたH2Aロケット
38号機を種子島宇宙センターか
ら打ち上げた（2月27日）。

裁量労働制の拡大断念：安倍
首相は参院予算委員会で、働き
方改革関連法案に関し、裁量労
働制の対象業務拡大は今国会で
の実現を断念すると説明した。
裁量労働制に関する厚生労働省
の不適切データ問題を受けたも
の（3月1日）。

リニア談合：リニア中央新幹
線の建設工事を巡る談合事件で、
東京地検特捜部は、大成建設の
元常務執行役員と鹿島の土木営
業本部専任部長を独占禁止法違
反容疑で逮捕。大手4社のうち
談合を認めている大林組と清水
建設の担当者については、在宅

大統領府の鄭義溶国家安保室長
ら特使は文在寅大統領の親書を
手渡し、南北関係改善に向けた
メッセージを伝達（3月5日）。

イタリア総選挙：上下両院と
もベルルスコーニ元首相率いる
右派連合が優勢を維持したが、
どの党も過半数には届かず。新
政権の枠組みは連立協議に委ね
られた（3月5日）。

米朝が初の首脳会談へ：トラ
ンプ米大統領は、北朝鮮の金正
恩朝鮮労働党委員長の要請を受
け入れ、5月までに米朝首脳会談
に応じる意向を示した（3月8日）。

政党支持率　自民 党は 前 月
比3.3ポイント減の25.2％だっ
た。立憲民主党は1.1ポイント増
の5.3％、公明党は1.0ポイント
減の2.9％、共産党は0.8ポイン
ト増の2.6%、民進党は0.3ポイ
ント増の1.2％。支持政党なしは
58.3％で前月より0.7ポイント増。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り1.8ポ イ ン ト 減 の
7.6％、「悪くなった」は0.5ポイ
ント増で20.1％。時事世論景気
指数は前月比4ポイント減の129
となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月比0.3
ポイント減の5.5％、「苦しくなっ
た」は1.5ポイント増の21.3％と
なった。

のままで捜査（3月2日）。
新燃岳の噴火続く：鹿児島県

と宮崎県にまたがる霧島連山の
新燃岳が3月1日に噴火し、6日
には7年ぶりの爆発的噴火を観
測。気象庁は噴火警戒レベル３
を継続（3月6日）。

国税庁長官が辞任：佐川国税
庁長官は、森友学園への国有地
売却問題で国会に呼ばれた財務
省理財局長時代、価格交渉はし
ていないなどと答弁。混乱を招
いたとして麻生財務相に辞表を
提出し、受理された（3月9日）。

財務省、公文書改ざん：政府
は、学校法人・森友学園への国
有地売却に関する財務省決裁文
書14件が書き換えられたと国会
に報告。麻生副総理兼財務相は、
佐川前理財局長の国会答弁に合
わせる形で書き換えられたと認
めた（3月12日）。

国外では、
高校で銃乱射：米フロリダ州

の高校で銃乱射事件があり、生
徒ら17人が死亡（2月14日）。

イラン旅客機墜落：イランの
首都テヘランから離陸した国内
線旅客機が南西部の山岳地帯に
墜落し、乗客乗員65人全員が死
亡（2月18日）。

平昌冬季五輪閉幕：17日間にわ
たって15競技102種目の全日程
が終了し、閉会式には北朝鮮・朝
鮮労働党の金英哲中央委員会副
委員長らも出席した（2月25日）。

米、鉄鋼輸入を制限：トラン
プ米大統領は、鉄鋼とアルミニ
ウムの輸入制限を発動する意向
を表明。鉄鋼製品に25％、アル
ミ製品に10％の関税を課す方針
で、中国やE Uは報復を示唆（3
月1日）。

独の大連立継続見通し：ドイ
ツの国政第２党で中道左派の社
会民主党は、メルケル首相による
新政権への参加の是非を問う党
員投票で、政権入りへの賛成票
が過半数だったと発表（3月4日）。

金正恩氏、韓国特使と会談：
金正恩朝鮮労働党委員長が韓国
高官と会うのは初めてで、韓国

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2010年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年
96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 
17年 （２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）（８月）

135 132 130 130 128 128 132
（9月）（10月）（11月）（12月） 18年 （１月）（２月）（３月）
124 136 138 136 134 133 129
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